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第１章 序論 

 

第１節 背景 

 

第１頄 スポーツ協賛の動向 

IEG 社によると、2007 年の世界の企業がイベントなどに協賛し資金を提供するスポンサーシ

ップへの投資額は 379 億ドルである。（図 1-1）その中で、北米地域は 149 億ドルと全体の約 40%

を占め、最大の規模を誇っている。 

 

図 １-1 企業のスポンサーシップ投資額（出典 IEG 社：2007 年） 

 

その北米地域スポンサーシップの内、スポーツへのスポンサーシップ投資額は約 7割を占め、

特に北米ではスポーツ協賛に対する関心が非常に高いことがわかる。（図 1-2） 

また、2001 年から 2007 年にかけて北米スポンサーシップ市場・スポーツ協賛額は共に年々増加

傾向である。（図 1-3）さらに、Sport Business Associates によると、全世界における企業の

スポーツへのスポンサーシップ投資額は 2001 年から増加しており、今後も増加するとみられて

いる。（図 1-4） 
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図 １-2 北米地域のスポンサーシップ支出（出典 IEG 社：2007 年） 

 

 

図 １-3 北米スポンサーシップ市場に占めるスポーツの割合（出典 IEG 社：2007 年） 
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図 １-4 Estimated growth of the Global Sports Sponsorship market 

(出典： Sport Business Associates；2008) 

 

一方日本においては、バブル崩壊や金融危機により企業の経営環境が悪化し、企業スポーツ

チームの休部や廃部、そして、チームやスポーツイベントへのスポーツ協賛からの企業の撤退

が相次いでいる。図 1-5 は、日本野球連盟による 1949 年から 2008 年までの企業野球チーム数

の推移である。グラフを見てもわかるように、とても人気のある野球でさえ企業のチームは 1963

年の 237 チームをピークに減尐傾向にあり、2008 年には 82 チームにまでなっている。 

 

図 １-5 野球チーム数の推移（(財)日本野球連盟） 

 

企業からのスポンサーシップでツアーを運営するプロゴルフにおいても同様である。男子ゴ

ルフの日本ツアーのトーナメント数も 1990 年をピークに減尐傾向にあり、企業のスポーツスポ

ンサーシップへの投資の削減が目立っている。 
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図 １-6 日本のゴルフトーナメント数の推移 （2008 年 小山） 

 

第２頄 スポーツ協賛企業と B2B 企業 

 筆者は長年広告会社に勤務し、多くの企業の広告活動に携わってきた。その中でも、一般生

活者に対して商品やサービスを提供するいわゆる B2C 企業ではなく、製造業者（メーカー）と

卸売間、または卸売と小売間など、企業の間での商取引を行う B2B 企業の広告活動業務を担当

してきた。それらの業務を通じて、スポーツへの協賛を行っている企業の多くが B2C 企業であ

り、B2B 企業がスポーツへの協賛を行っているケースが非常に尐ないと感じていた。その一方で、

B2B 企業でもスポーツスポンサーシップによる企業としてのメリットを享受できるのではない

かと考えていた。 

 そもそも世の中に B2B 企業がどの程度存在しているのかについて調べてみると、登記上で B2B

企業と B2C 企業の明確な線引きがされていないものの、図 1-7 にあるように「金融・損保（共

済含む）を除く年間売上 1兆円以超の企業は全国に 80 社あります。うち 27 社、34%が B2B 企業

で、売上高に占める割合は 36%。」（帝国データバンク 2006 年）つまり、日本企業の約 1/3 が B2B

企業だと考えることができる。 
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図 １-7 日本の B2B 企業の割合 

（出典：帝国データバンク 2006 年 3 月） 

 

しかし、実際に日本国内でスポーツ協賛を行っている B2B 企業はスポーツ協賛企業全体の 1/3

以下である。例えば、ゴルフ男子トーナメントのメインスポンサー（主催／協賛社）では全 25

社の内 B2B 企業は「三菱商事 株式会社」1 社のみであり、サッカーJ リーグの全クラブの胸ス

ポンサーの内、B2B 企業は約 6％、JOC ゴールドパートナーは 0％、同オフィシャルパートナー

においても「株式会社 クボタ」1社のみで 5％である。 

B2B 企業のスポーツスポンサーシップで多く見られるものは、Jリーグクラブのホームスタジ

アムへのネーミングライツが 2社（「ユアテックスタジアム仙台」と「アウトソーシングスタジ

アム日本平」）、主要マラソン大会は「村田機械」「NTT データ」「日東電工」「シスメックス」の

4 社が協賛を行っているが、全企業における B2B 企業の割合に比べて、その数は尐ないと言える

だろう。 

 

 

図 １-8 スポーツ協賛社の B2B 企業の割合 
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第３頄 B2B 企業の課題 

 B2B 企業は、日常生活でなじみが薄いため、どんなに規模や収益が大きくても B2C 企業に比べ

て社名認知度が低くなる傾向がある。図 1-9 は、B2B 企業（売上上位 10 社平均）と B2C 企業（主

要 10 業種代表企業 10 社平均）の 2006 年の日経企業イメージ調査である。企業イメージを 6つ

の頄目に分けてみると、全ての頄目において B2B 企業よりも B2C 企業の方が企業イメージが良

いことがわかる。 

その理由は、一般的に B2B 企業は B2C 企業に比べて広告活動による訴求で売れるような商品

を扱っていないことが多いため、マス媒体などを介したコミュニケーションがビジネスの中で

重要視される傾向が尐なく、コミュニケーション戦略として構築されるケースも尐ないからだ

と考えられる。それを示すように、B2B 企業の中には独立して広告宣伝の部署すら有していない

企業も多い。 

 

 

図 １-9 2006 年日経企業イメージ調査 

※B2B 企業売上上位 10 社平均と B2C 企業主要 10 業種代表企業 10 社平均 

 

それにより、B2B 企業では以下の 5 つの課題を持つケースが多いと言われている。 
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とが多いため。 

3. インナー対策 

M&A や非正規社員の増加に伴い、求心力を強化する必要が出てきたため。 

4. IR 対策 

景気の悪化が進むなか、成長戦略の表明が必要になっているため。 

5. CSR 対策 

社会の一員としての責任や、地域への貢献が必要になっているため。 

 

第２節 先行研究 

 

スポーツ協賛に関する研究として、スポーツ協賛の有効性を示すための研究が数多く存在す

る。例えば Howard と Crompton（1995）は、スポンサーシップの効果を「気づき、認知度の向上」

「イメージの改善と向上」「イメージの改善と向上」「販売促進経路の拡大と直接販売」「ホスピ

タリティ機会の確保」などを効率よく提供することが重要だと指摘した。Shilbury と

Berriman(1996)は、サポーターのスポンサー名の想起と認知をシーズン前後で比較し、全体的

にそれらが高まることを示した。Cornwell ら(2000)は、長期的なスポンサードがスポンサー想

起や認知に効果を及ぼすことを示した。Ferrand,Pages(1996)はスポーツ協賛によるブランドイ

メージへの影響度測定による類似性に関して、また、関口(2008)は日本と欧米のスポーツ協賛

の効果測定の比較について、Clinton S. Weeks(2008)や橋爪(2011)はアクティベーションの重

要性に関して、Cornwell, Pruitt, Van Ness(2001)はスポーツ協賛企業のシェア変化の調査を

行っている。 

B2B 企業とスポーツ協賛については、「拡張性」の概念に関する研究（武藤、小林、足立；2011）

があり、スポンサーシップのメディアとしての価値について研究がされている。 

しかしながら、スポーツ協賛をしている B2B 企業に絞り込み、スポーツ協賛がそれらの企業

に与える効果を分析している論文は存在していない。 

 

第３節 研究目的 

 

 事例の尐ない B2B 企業がスポーツ協賛によって獲得できるメリットを明確にすることができ

れば、より多くの B2B 企業がスポーツ協賛の可能性を認識し、積極的に活用してもらえるよう

になる。つまり、B2B 企業からさらなる資金調達をするために、B2B 企業が得られる協賛メリッ

トを明らかにすることを研究の目的とする。 
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第４節 B2B 企業の定義 

 

 本研究においては、B2B 企業とは消費者へのサービス提供を直接行っていない企業とする。一

方 B2C 企業とは、仮に多くの企業向けサービスを提供していても、一部で消費者向けのサービ

スを提供していてそのイメージが強い企業はすべて B2C 企業と定義する。例えば、Jリーグの胸

スポンサーである「トステム」「京セラ」「YKK」は、本論文の定義では B2C 企業とする。 

 

 

第２章 研究手法 

  

第１節 研究手法① 

 

 日経企業イメージ調査の対象企業の中から B2B 企業を抽出し、そこからさらにスポーツ協賛

を行っている企業を抽出した。そして、営業支援や IR、インナーモチベーションなど様々な要

因に影響を与える「社名認知度」と、企業の血となり骨となり、企業活動において多くの付加

価値を与えることができる人材獲得の指標となる「就職意向度」の 2 点に絞り込み、その 2 頄

目の実施前から実施後の伸び率に与える要因を探るため、以下の 3 つの切り口で比較し傾向を

探る。 

（１） 売上規模による比較 

（２） 業種による比較 

（３） スポーツ種目による比較 

 また、スポーツ協賛以外で「社名認知度」と「就職意向度」に影響を与えていると思われる

広告宣伝費について、対象とする 52 社の該当年前後の推移を調べた。 

スポーツ全般への企業協賛を中心とするが、企業スポーツを保有している B2B 企業も含める。

その場合は、そのチームが特に優秀な成績を残した年の前後を比較することとする。 

 

第２節 研究手法② 

 

 手法①で日経企業イメージ調査の調査頄目を「社名認知度」と「就職意向度」に絞り込んだ

が、実際にそれらが協賛目的とされているのか、そしてその効果はどうだったのかを定性的に

確認し、さらにその他の目的がなかったかどうかの確認をするために、B2B 企業 5 社、8 事例に

ついて、電話インタビューを行った。 
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1. 株式会社 NTT データ； 

「大宮アルディージャ」オフィシャルスポンサー 

「全国都道府県男子駅伝」特別協賛 

「日本ブラインドサッカー協会」アドバンスパートナー事例 

2. 村田機械株式会社；「全国都道府県女子駅伝」特別協賛事例 

3. シスメックス株式会社；「神戸マラソン」特別協賛事例 

4. 浜松ホトニクス株式会社；「ジュビロ磐田」ユニフォームスポンサー事例 

5. アークレイ株式会社；「京都ハンナリーズ」メジャースポンサー事例 

 

なお、インタビュー調査における質問頄目は以下の 4点である。 

① 協賛を開始する際のコミュニケーション上の課題は？ 

② 協賛の決定プロセスと決定権者は？ 

③ 協賛の目的は？ 

④ 協賛の成果は？ 

 

また、インタビュー調査を補完するために、B2B 企業のスポーツスポンサーシップについて取上

げている文献から、文献調査では上記 4つのポイントに沿って該当箇所を抽出した。 

 

文献より以下の 3社の事例を整理した。 

1. 日本発条株式会社；「ニッパツ三ツ沢球技場」ネーミングライツの事例（2012.9 広報会議） 

2. フクダ電子株式会社；「フクダ電子アリーナ」ネーミングライツ事例（2005.10.28 フジサン

ケイビジネスアイ） 

3. 株式会社 LEOC；「横浜 FC」スポンサー事例（2009.4.8 船井総研モデル企業ルポ） 

 

 

第３章 研究結果 

  

第１節 研究手法①の結果 

 

第１頄 売上規模による傾向 

1）売上規模別の企業分類 

日経イメージ調査から対象となる B2B 企業 52 社を抽出し、売上高別に企業グループを 3 つに

分類した。 
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①大手企業（売上高 5,000 億円以上） 

②準大手企業（売上高 1,000 億円〜4,999 億円） 

③中堅企業（売上高 1,000 億円未満） 

その結果、大手企業が 25 社、準大手企業が 20 社、中堅企業が 7社になった。 

 

図 ３-1 B2B 企業の売上高別企業数 

 

2）売上規模ごとの「社名認知度」「就職意向度」の伸び率 

以下（図 3-2）は各企業が協賛を開始した年とその翌年の企業規模ごとの「社名認知度」「就

職意向度」の伸び率である。企業規模を問わず B2B 企業はスポーツ協賛により「社名認知度」

と「就職意向度」は共に上昇することがわかった。その中でも特に中堅企業（売上高 1,000 億

円未満）の効果が一番高かった。 

 

図 ３-2 企業規模ごとの協賛後の「社名認知度」と「就職意向度」の伸び率 

 

3）企業規模ごとの各企業の伸び率 

①大手企業（売上高 5,000 億円以上） 

ここで、企業規模ごとの「社名認知度」「就職意向度」の伸び率の企業詳細の結果を示す。図

25 

20 

7 

大手企業（5,000億以上） 

準大手企業（1,000億〜5,000億円） 

中堅企業（1,000億円未満） 

70% 90% 110% 130% 150% 

中堅企業（1,000億円未満） 

平均 

準大手企業（1,000億〜

5,000億円） 平均 

大手企業（5,000億以上） 

平均 

認知度 

就職意識 
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3-1 は大手企業 25 社の結果である。図中の「売上高」は、協賛企業の場合は協賛開始年の数値

を、企業スポーツの場合には優勝などの大きな成果を上げた年の売上高を記載。「認知度」「就

職意向度」は、その年と翌年の各頄目の伸び率を記載した。 

売上高が 5,000 億円以上の企業はの「社名認知度」は、25 社中 22 社が上下 10%以内の変動に

おさまっており（表 3-1 青網掛け箇所）、スポーツ協賛による影響を受けにくいことがわかっ

た。表 3-2 で企業規模別の認知率の平均値を示す。企業規模が大きいほど社名認知率が高いこ

とがわかる。 

 

表 ３-1 大手企業 25 社 
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表 ３-2 企業規模別の認知率の平均 

 

 

②準大手企業 

 次に表 3-3 は準大手企業 20 社の結果である。 

 

表 ３-3 準大手企業 20 社 

  

③中堅企業 

 次に表 3-4 は中堅企業 7 社の結果である。売上高 1,000 億円未満の 7 社は以下の企業である

が、1 社を除きすべて Jリーグのクラブスポンサーであった。 
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表 ３-4 中堅企業 7 社 

  

4）「社名認知度」と「就職意向度」の変化（前後 3年間平均での比較） 

 さらに、同様の分析を協賛開始前後、各 3 年間の平均値を比較し、伸び率を計測した。デー

タの都合上企業数が 52 社から 38 社に減尐したものの大きな違いはなかったため、卖年での比

較でも信頼性が高いことが言える。 

青い網掛けは伸び率が 101%〜109%、黄色い網掛けは伸び率が 110%以上。大手企業と中堅企業の

社名認知度以外は卖年毎の比較よりも 3年間平均の比較の方が高くなる傾向にあった。 

この結果から、複数年協賛を継続することが、多くのケースで効果があることがわかる。 

 

表 ３-5 協賛開始前後、各 3 年間の平均値の比較による伸び率（企業規模別） 

 

 

第２頄 業種による傾向 

 52 社を証券コード協議会が用いている分類で業種分けを行い、分析した。 

図 ３-3 業種別企業数 

 

4 
2 

2 

7 

4 

8 2 

2 

14 

3 
4 

卸売業 
海運業 
化学 
機械 
建設業 
情報・通信 
繊維製品 
鉄鋼 
電気機器 
輸送機器 
その他 



 19 

以下（図 3-4）は、 業種ごとの協賛後の「社名認知度」と「就職意向度」の伸び率を示す。

その結果、両頄目とも 100%を下回った業種は「繊維製品」、「社名認知度」のみ平均を下回った

のは「建設業」と「機械」であった。 

 

 

図 ３-4 協賛後の「認知度」と「就職意識」の伸び率（業種別） 

 

「社名認知度」と「就職意向度」両頄目の全体平均を大きく上回った「情報・通信」と「海

運業」各社の中で、前年を下回った企業は合計 10 社中「日本ユニシス」の 1 社のみで、その他

の企業は軒並み前年を上回っている。また、海運業は、両社ともに J リーグのチームスポンサ

ーであるが、すべての頄目で 100%以上の伸び率である。 

 

表 ３-6 情報・通信業 
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鉄鋼 平均 

電気機器 平均 

輸送機器 平均 

その他 

認知度 

就職意識 
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表 ３-7 海運業 

  

 逆に、「社名認知度」で 100％を下回った「繊維製品」「建設業」「機械」の詳細は表 3-8,9,10

の通りである。 

 「繊維製品」の 2 社や「建設業」の 4 社は元々社名認知度が 90％前後の有名企業であること

と、協賛競技がメディア露出のあまり期待できないことが影響していると考えられる。 

 

表 ３-8 繊維製品業「認知度」と「就職意識」の伸び率 

 

 

表 ３-9 建設業の「認知度」と「就職意識」の伸び率 

 

 

表 ３-10 機械業の「認知度」と「就職意識」の伸び率 

 

 

ここで、第 1 頄同様に協賛前後 3 年間の平均値の比較による伸び率を分析した。青い網掛け

は 101%〜109%、黄色い網掛けは 110%以上。 

卖年での比較に比べ、100％を下回った頄目が「建設業」と「繊維製品」の社名認知度だけで

あった。また、多くの業種において卖年での比較に比べて前後 3 年間の比較の方が伸び率が上

昇している。 
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表 ３-11 協賛開始前後、各 3 年間の平均値の比較による伸び率（業種別） 

 

 

第３頄 競技による傾向   

52 社が協賛もしくは所有している競技・チームを分類した。その結果、サッカーの事例が半

数以上を占め、最も多かった。 

 

図 ３-5 スポーツ種目別企業数 

 

「社名認知度」の伸び率が全体平均以上の競技は「バスケットボール」と「マラソン／駅伝」

の 2競技であった。「就職意向度」においては、全体平均以上の競技は「サッカー」の 1 競技だ

けであった。 
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図 ３-6 協賛後の「認知度」と「就職意識」の伸び率（スポーツ種目別） 

 

以下（表 3-12）は、第 2 頄までと同様、協賛前後 3 年間の平均値比較による伸び率を検証し

た。青い網掛けは伸び率が 101%〜109%、黄色い網掛けは伸び率が 110%以上。 

競技によるばらつきはあるものの、概ね卖年比較よりも 3 年間平均の比較の方が伸び率が高い

傾向にある。特に卖年での比較で高い伸び率であった「マラソン／駅伝」と「サッカー」が「社

名認知度」と「就職意向度」両頄目において、「バスケットボール」は「就職意向度」において 

さらに上昇している。 

 

表 ３-12 協賛開始前後、各 3 年間の平均値の比較による伸び率（スポーツ種目別） 

 

 

そして、開催時期での傾向を分析したところ、冬に年間の盛り上がりのピークを迎える競技

の「就職意向度」の伸び率がとても高いことがわかった。特に「サッカー」「バスケットボール」

「アメリカンフットボール」は高く、「マラソン／駅伝」「ラグビー」が続く。また、複数年継
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続することにより、さらに高い伸び率になることがわかった。「サッカー」「マラソン」「ラグビ

ー」の項である。「アメリカンフットボール」と「スキー」は前後 3 年間のデータが存在してい

なかったため計測することができなかった。 

 

表 ３-13 冬期スポーツの就職意向度に対する影響 

 

 

 

第４頄 広告宣伝費との関係 

 スポーツ協賛開始前後で広告宣伝費が増加していた企業は 52 社中 19 社だった。 

 

図 ３-7 対象企業 52 社の該当年前後の広告宣伝費の増減 
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そのうち社名認知度がアップしていたのは 19 社中 15 社（79%）、就職意向度がアップしていた

のも 19 社中 15 社(79%)だった。 

 

図 ３-8 広告宣伝費が増加していた企業 19 社の「企業認知度」「就職意向度」の推移 
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表 ３-14 広告宣伝費が上昇していた 19 社の詳細情報 
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 スポーツ協賛前後で広告宣伝費が減尐していた企業は 52 社中 27 社だった。そのうち社名認

知度がアップしていたのは 27 社中 10 社、就職意向度がアップしていたのは 27 社中 16 社だっ

た。 

 

 

図 ３-9 広告宣伝費が減尐していた企業 27 社の「企業認知度」「就職意向度」の推移 
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表 ３-15 広告宣伝費が減尐していた 27 社の詳細情報 
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スポーツ協賛前後で広告宣伝を行っていなかった企業は 52 社中 6 社だった。そのうち社名認

知度がアップしていた企業は 6 社中 4 社、就職意向度がアップしていたのも 6社中 4 社だった。 

 

図 ３-10 広告宣伝を行っていなかった企業 6 社の「企業認知度」「就職意向度」の推移 
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表 ３-16 広告宣伝を行っていなかった 6社の詳細情報 
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第２節 研究手法②の結果 

 

 次に、インタビュー・文献探索による定性調査の結果について述べる。各事例ごとに概況を

記したうえで、研究手法で述べた 4 点のポイントについてまとめる。 

 

第１頄  株式会社 NTT データの事例 

 東京都江東区に本社を置く、日本最大規模のシステムインテグレータである株式会社 NTT デ

ータは、売上高（連結）1兆 2千億円、従業員数（連結）59,000 人のマンモス企業。 

現在、「大宮アルディージャ」「全国都道府県対抗男子駅伝」「日本フラインドサッカー協会」と

3 つのスポーツ協賛を行っている。 

「大宮アルディージャ」のオフィシャルスポンサーについて、大宮アルディージャとは、電

電関東が母体となり 1998 年に NTT グループ各社が出資した「NTT スポーツコミュニティ」が運

営しているプロサッカーチーム。当然、NTT データも出資企業に名を連ねている。主には社員の

一体感の醸成や福利厚生の為に利用されている。 

 

インタビュー対象：広報室ご担当者様、人事部採用ご担当者様 

① 協賛を開始する際のコミュニケーション上の課題は？ 

・事業内容理解度が低い 

・有能な人材確保 

② 協賛の決定プロセスと決定権者は？ 

・グループ会社からの依頼。経営会議で決定。 

③ 協賛の目的は？ 

・特になし 

④ 協賛の成果は？ 

・「社員応援ツアーなどで社員の一体感が高まっている。」 

・「家族での観戦が増え、社員のモチベーション向上に貢献している。」（広報室 担当者） 

 

図 ３-11 大宮アルディージャのロゴマーク 
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2 つ目の「全国都道府県対抗男子駅伝」について、日本陸上競技連盟が主催で優勝チーム（県）

には天皇杯が贈呈されるほどの格式の高い大会。中国新聞社と NHK が共催。NTT データはメイン

の協賛社として参画している。協賛目的としては「社名認知」「企業イメージの向上」「インナ

ー対策」などがあげられている。NHK での中継があるにもかかわらず、具体的な成果は上げられ

ていない。しかし、大会会場にホスピタリティテントを設置し、地元市長や顧客企業の VIP の

接遇を現地支社の社員が行うなど、営業支援に貢献している。 

 

① 協賛を開始する際のコミュニケーション上の課題は？ 

・事業内容理解度が低い 

・ブランドメッセージの訴求が必要 

・多様な人材の確保 

・学生からの社名認知度が低い 

 

② 協賛の決定プロセスと決定権者は？ 

・広告代理店からの提案。経営会議にて決定。 

③ 協賛の目的は？ 

・企業認知度、企業イメージの向上 

・インナー対策 

・顧客からのロイヤリティ向上 

・ブランドメッセージの訴求 

④ 協賛の成果は？ 

・営業支援 

 

図 ３-12 全国都道府県対抗男子駅伝 

 

3 つ目の「日本ブラインドサッカー協会」について、「社会貢献」が主な協賛目的とされてい

る。しかし、競技自体があまり知られていないため、現時点でまだ成果はあげられていない。 

① 協賛を開始する際のコミュニケーション上の課題は？ 

・事業内容理解度が低い 
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・ブランドメッセージ訴求が必要 

② 協賛の決定プロセスと決定権者は？ 

・経営幹部からの提案。経営会議にて決定。 

③ 協賛の目的は？ 

・社会貢献 

・企業イメージの向上 

④ 協賛の成果は？ 

・特になし 

 

図 ３-13 日本ブラインドサッカー協会のロゴマーク 

 

第２頄  村田機械株式会社の事例 

 京都府京都市に本社を置く、ロジスティックシステムや産業機械などを製造販売する、売上

高（連結）2,000 億円、従業員数（連結）2,400 名の京都市にある非上場企業である。 

1989 年から「全国都道府県対抗女子駅伝」に協賛を続けている。当時からの協賛目的は「社

名認知度の向上」と「リクルート対策」である。また、地元で開催されるイベントを盛り上げ

ることでの地域貢献や NHK によるメディア露出も期待されている。協賛による具体的な成果は

取られていない。 

その他にも「京都サンガ」への出資や「京都レディースオープンゴルフ選手権」への協賛な

どを行っているが、これらは地元との関係強化を目的とされている。 

 

インタビュー対象：広報室長様 

① 協賛を開始する際のコミュニケーション上の課題は？ 

・理系学生確保のため、学生への知名度向上。 

② 協賛の決定プロセスと決定権者は？ 

・広告代理店からの提案。担当部門から担当役員、最終的には社長決裁。 

③ 協賛の目的は？ 

・リクルート対策 

・社名認知度の向上 

・地域貢献（地元イベントの盛り上げ） 
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④ 協賛の成果は？ 

・測定していない 

 
図 ３-14 全国都道府県対抗女子駅伝 

 

第３頄  シスメックス株式会社の事例 

 兵庫県神戸市に本社を置く医療機器メーカー。売上高（連結）1,100 億円、従業員数（連結）

3,500 名。 

2011 年から特別協賛を始める。顧客（病院）に対しての認知は高かったものの、個人投資家

に対する認知が低かったため、社名認知向上が主な目的であった。その他にも、地元で開催さ

れるイベントを盛り上げることでの地域貢献や社員の一体感醸成なども目的であった。成果は、

個人投資家からの認知は上昇し、社員の参加や一体感が深まっている。またそれ以外のスポー

ツとの関係として、同社陸上部にアテネオリンピック金メダリストの野口みずき選手が所属し

ていることが挙げられる。 

 

インタビュー対象：IR 広報部長様 

① 協賛を開始する際のコミュニケーション上の課題は？ 

・社名認知度の向上 

・個人投資家の獲得 

② 協賛の決定プロセスと決定権者は？ 

・外部からの提案。社長により決定。 

③ 協賛の目的は？ 

・社名認知度の向上 

・地域貢献（地元イベントの盛り上げ） 

④ 協賛の成果は？ 

・個人投資家からの認知度向上 

・社員の一体感向上 
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第４頄  浜松ホトニクス株式会社の事例 

 静岡県浜松市に本社を置く、光電子部品や計測機器などの製造販売を行う企業。売上高（連

結）900 億円、従業員数（連結）4,000 人。 

グループ会社も含めた地元地域との関係を強化することを目的として協賛している。活用事

例や効果測定などは行っていない。 

 

インタビュー対象：取締役社長室長様 

① 協賛を開始する際のコミュニケーション上の課題は？ 

・特になし 

② 協賛の決定プロセスと決定権者は？ 

・チームから直接依頼。役員により決定。 

③ 協賛の目的は？ 

・地域での関係維持 

④ 協賛の成果は？ 

・効果測定していない。 

図 ３-15 神戸マラソン① 図 ３-16 神戸マラソン② 
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図 ３-17 ジュビロ磐田ユニホーム 

 

第５頄  アークレイ株式会社の事例 

 京都府京都市に本社を置く医療機器を製造販売する企業で、売上高約 600 億円で従業員数約

1,300 人の非上場企業。 

もともと、一般の方からの社名や社業の認知が低いことが課題だった。社名認知の向上と、

協賛を通して地域住民の心身の健康づくりに寄与することでの地域貢献、社員の一体感の創出

や活性化を図ることを目的として京都ハンナリーズに協賛をしている。その結果、地域のファ

ミリー層に対する社名認知度が向上し、社員のモチベーションや一体感が向上した。 

 

インタビュー対象：社長室室長様 

① 協賛を開始する際のコミュニケーション上の課題は？ 

・社名認知度が低い 

・業務内容が理解されていない 

② 協賛の決定プロセスと決定権者は？ 

・経営会議にて決定 

③ 協賛の目的は？ 

・社名認知度の向上 

・地域貢献（地域住民の健康づくりに寄与する） 

・社員モチベーションの向上 

④ 協賛の成果は？ 

・地域のファミリー層に対する社名認知度向上 

・企業イメージ向上 

・社員モチベーション、一体感の向上 
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図 ３-18 京都ハンナリーズ選手 

 

第６頄  インタビュー結果のまとめ 

 インタビューの結果、5社中 4社がスポーツ協賛の目的として「社名認知度の向上」を挙げて

いる。また、5社中 4社がスポーツ協賛の目的として「社会貢献」や「地域貢献」を挙げている。

その中で 5社中 4社が「地元地域との関係強化」を目的としている。さらに、5社中 2社がスポ

ーツ協賛の目的として「社員の一体感の向上」を挙げている。その結果として、目的として挙

げていた企業よりも多い、5 社中 3社が「社員の一体感の向上」の成果があったとしている。 

 

表 ３-17 インタビュー5社 7 事例のまとめ 

社名 売上高  目的 成果 

NTT データ 10900 

大宮アルディージャ 特になし 社員の一体感、モチベーションの向上 

全国男子駅伝 

社名認知 

企業イメージの向上 

インナー対策 

顧客ロイヤリティ向上 

ブランドメッセージ訴求 

営業支援 

ブラインドサッカー 

社会貢献 

企業イメージの向上 

特になし 

村田機械 2030 全国女子駅伝 

リクルート対策 

社名認知度の向上 

地域貢献 

測定していない 

シスメックス 1340 神戸マラソン 

社名認知向上 

地域貢献 

認知度上昇 

社員の参加や一体感が深まる 

浜松ホトニクス 1010 ジュビロ磐田 地元地域との関係維持 測定していない 

アークレイ 560 京都ハンナリーズ 

社名認知度の向上 

地域貢献 

インナー対策 

地域のファミリー層に対する社名認知

度・イメージ向上 

社員のモチベーションや一体感向上 
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 次に文献探索による事例研究の結果についてまとめる。 

 

第７頄  日本発条株式会社の事例 

 横浜市金沢区に本社を置く、バネや自動車のシートを制作する大手自動車部品メーカーで一

部のカテゴリーでは世界シェアナンバーワンを誇る。売上高（連結）4,400 億円、従業員数（連

結）18,000 人。 

2008 年 3 月から横浜 FC のホームスタジアムである三ツ沢公園球技場のネーミングライツを 5

年契約で取得し、呼称を「ニッパツ三ツ沢球技場」として使用している。 

当時のニッパツは、業績が好調だったにもかかわらず採用と株価に大きな課題を持っていたた

め、ネーミングライツを実施することになった。同時に、地域貢献とインナーブランディング

の効果も期待していた。 

地元の子供たちや社員のために権利を活用するなど、採用や知名度の向上など、企業の課題

解決に貢献している。 

 

① 協賛を開始する際のコミュニケーション上の課題は？ 

・人材不足による採用活動 

・株価の低迷。安定株主の確保。 

② 協賛の決定プロセスと決定権者は？ 

・広報グループ担当者が発案。その後のプロセスは不明。 

③ 協賛の目的は？ 

・リクルーティング 

・IR 

・社名認知向上 

・地域貢献 

・インナーブランディング 

④ 協賛の成果は？ 

・「特にスポーツに取り組む学生に社名が届いているのは直接的な効果だと感じます。」 

・「ジュニアサッカー教室の開催や（中略）社内サッカー大会で使用するなど、インナーコ

ミュニケーションにフル活用している。」（日本発条 企画本部 広報グループ課長） 
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図 ３-19 ニッパツ三ツ沢球技場 

 

第８頄  フクダ電子株式会社の事例 

 東京都文京区に本社を置く、医療機器を製造販売するメーカーで最近では他社と提携して AED

も扱っている。売上高 920 億円、従業員数 2,700 名。 

2005 年 8 月からジェフユナイテッド千葉のホームスタジアムである千葉市蘇我球技場のネー

ミングライツを取得し、「フクダ電子アリーナ（呼称：フクアリ）」として使用している。 

社会貢献や知名度、社員のモチベーションアップなどを見込んで決定した。メディアでの露

出やホームページへのアクセス数一気に増えが、知名度向上や社員のモチベーションアップに

大きく貢献している。また、地域貢献として自社で扱っている AED をフクダ電子アリーナに 11

台設置している。 

 

① 協賛を開始する際のコミュニケーション上の課題は？ 

・社名認知度が低い 

・社会貢献活動の実施 

② 協賛の決定プロセスと決定権者は？ 

・社員から発案し、社長が決定。 

③ 協賛の目的は？ 

・社名認知度向上 

・従業員のモチベーション向上 

④ 協賛の成果は？ 

・「知名度がアップ」 

・「ホームページへのアクセス数が一気に十倍に増えた。」 

・「社員の士気が上がっていている。」 

・「フクダ電子アリーナに AED を 11 台設置した。」 

・「AED に関する問い合わせが多く、地方の自治体から公共施設への導入に向けた相談が千
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葉県に寄せられている。」（フクダ電子 社長） 

 

図 ３-20 フクダ電子アリーナ 

 

第９頄  株式会社 LEOC の事例 

 東京都千代田区に本社を置く、学校の食堂、病院や企業、各種スポーツ施設の食堂などの管

理、運営を行う企業グループ。売上高（連結）540 億円、従業員数（連結）13,000 名の非上場

企業。2005 年シーズンから横浜 FC のユニホームスポンサーをしている。 

「健康・食育」イメージの浸透と認知度の向上が課題であった同社が、「家族となって一緒に

共有できる」市民クラブ横浜 FC にスポンサードにより解決しよとした。その結果、社名認知度

は急上昇、業務拡大、社員一体化やリクルーティングに大きく貢献している。 

 

① 協賛を開始する際のコミュニケーション上の課題は？ 

・社員一体化 

② 協賛の決定プロセスと決定権者は？ 

該当内容に関する記載なし。 

③ 協賛の目的は？ 

・社員を同じ方向に向かせる指針とする。 

・社員のロイヤリティを高める効果を狙って。 

④ 協賛の成果は？ 

・社員の一体化 

・リクルーティングの強化 

・業績アップ 

・「首都圏における学生の応募総数は、前年比 137%に増加した。」 

・「スポンサーシップを開始した時期から 3 年間の間に、およそ 7 ポイントも退職率が低下

した。」 

「採用コストだけでなく、教育に関するコスト削減にもつながり、経費の削減に直結した。」 

・「様々な業界からの問合せが増加。業務拡大に大きく貢献。」 



 38 

・「認知度が急激に上昇した」 

・「横浜 FC を支援する LEOC としてのイメージは強く、信頼性は大きく向上した。」（取締役

常務執行役員） 

 

図 ３-21 横浜 FC ユニホーム 

 

第１０頄 手法②のまとめ 

 

 インタビュー調査の 5社と文献調査の 3 社、合計 8社、10 事例の調査結果をまとめた。「社名

認知度」の向上を目的としてスポーツ協賛を行った企業は 8社中 6社、10 競技中 6 競技であり、

8 社中 5社が協賛による成果があったとしている 

しかし、「就職意向度」の向上を目的として協賛を行った企業は 8社中 2社にすぎず、元々目的

としていなかったが成果があったとしている「LEOC」を除き、成果があったとしている企業は

そのうちの 1社のみであった。 

また、「社会貢献」と「地域貢献」、「インナー対策」を課題として挙げている企業が多く、さら

に成果があったとしているケースが多い。 

 

表 ３-18 調査手法②のまとめ 事前の協賛目的とその成果 

 

 

 

 

 

 

 

売上高
NTTデータ 10,900 大宮アルディージャ × × × × × × × × × × × ○

全国男子駅伝 ○ × ○ × ○ ○ × × × × ○ ×
ブラインドサッカー × × ○ × × × ○ × × × × ×

日本発条 4,400 ニッパツ三ツ沢競技場 ○ ○ × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○
村田機械 2,030 全国女子駅伝 ○ × × × × × ○ ○ ○ × × ×
シスメックス 1,340 神戸マラソン ○ ○ × × × × ○ × × × ○ ○
浜松ホトニクス 1,010 ジュビロ磐田 × × × × × × ○ × × × × ×
フクダ電子 925 フクダ電子アリーナ ○ ○ × × × × × ○ × × ○ ○
アークレイ 560 京都ハンナリーズ ○ ○ × ○ × × ○ × × × ○ ○
LEOC 540 横浜FC × ○ × × × ○ × × × ○ ○ ○

目的／成果
認知度向上 イメージ向上 営業支援 社会/地域貢献 リクルート対策 インナー
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第４章 考察 

 

第１節 手法①の考察 売上高別の傾向 

 

 企業規模の大小に関わらず B2B 企業はスポーツ協賛により「社名認知度」と「就職意向度」

は共に上昇していて、その中でも特に中堅企業（売上高 1,000 億円未満）が上昇していること

から、スポーツ協賛は B2B 企業の「社名認知度」と「就職意向度」の向上に効果があり、中堅

企業には特に効果があると考える。 

しかし、大手企業（売上高 5,000 億円以上）の「社名認知度」への影響は、25 社中 22 社で上

下 10%以内の変動におさまっており、スポーツ協賛による影響が他に比べて尐ないことがわかっ

た。これは、準大手企業（売上高 1,000 億円〜5,000 億円）の社名認知率の平均が 46.1%、中堅

企業が 29.7%に対して、大手企業（売上高 5,000 億円以上）の平均で 74.6%と既に高いスコアで

あったことが理由として考えられる。（P14 表 3-5） 

また、協賛を複数年継続して実施することができれば、中堅企業だけでなく準大手企業（売

上高 1,000 億円〜5,000 億円）さらには大手企業（売上高 5,000 億円以上）においても大きな成

果を上げることがわかった。 

これからは、売上高 5,000 億円以下の B2B 企業を中心に、とはいえ売上高 5,000 以上の大手企

業に対しては複数年協賛することを前提としたスポーツ協賛のメリットを、実際の数字を見せ

ながら訴求するべきだと考える。（図 4-1 は、図 3-7 の再掲） 

 

表 ４-1 大手企業の「社名認知度」「就職意向度」 

それぞれの「前後 1 年」「前後 3 年平均」の比較社名 

 

 

第２節 手法①の考察 業種ごとの傾向 

 業種別の傾向に顕著な違いは明らかにならなかったため、B2B 企業を業種別に分類して考える

ことはあまり意味のないことだと言える。 
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第３節 手法①の考察 競技ごとの傾向 

 

第１頄  競技ごとの傾向 

スポーツ競技別にみると、スポーツ協賛により「社名認知度」が全種目平均よりも上昇した

のは、「バスケットボール」と「マラソン／駅伝」の 2 競技であった。「就職意向度」において

は、全体平均以上の競技は「サッカー」の 1競技だけであった。 

この結果から、 

① 「社名認知度」を向上させたい B2B 企業には、「バスケットボール」と「マラソン/駅伝」が、 

② 「就職意向度」を向上させたい B2B 企業には、「サッカー」が、 

相応しいスポーツ協賛競技だと言えるだろう。 

また、スポーツ協賛を複数年実施することが可能な場合には、「サッカー」と「マラソン」は

さらに相応しい競技だと言えるだろう。（図 4-2 は、図 3-18 より 3種目のみを抽出） 

 

表 ４-2 3 種目の「前後 1 年」の伸び率と「前後 3年平均」の伸び率の比較 

 

 

 

第２頄  開催時期による傾向 

冬にシーズンのピークを迎える「サッカー」「マラソン」「バスケットボール」「ラグビー」「ア

メリカンフットボール」は、「就職意向度」に大きな影響を与える。これは、就職活動シーズン

と重なることが要因として考えられる。 

したがって、競技の盛り上がり時期が「就職意向度」を課題にしている B2B 企業のスポーツ

協賛を考える上でとても重要な要素になるので、今まで以上に重要視されるべきだ。 

 

第３頄  広告宣伝費との関係 

 広告宣伝費が増加していた企業の約 8 割は「社名認知度」と「就職意向度」共に上昇してい

るため、やはり広告宣伝の影響は強いと考えられる。しかし、広告宣伝費が減尐した企業でも

約 4 割は社名認知度がアップしており、さらに就職意向度も約 6 割がアップしている。また、

広告宣伝を行っていない企業でも約 7 割が両頄目共に上昇していることから、スポーツ協賛が

影響していると考えられる。 



 41 

 

第４節 手法②の考察 

「社名認知度」の向上を目的としてスポーツ協賛を行った企業は 8 社中 6 社、10 競技中 6 競

技であり、8社中 5社で成果があったとしていることから、B2B 企業がスポーツ協賛の目的とし

て「社名認知度の向上」を挙げることは正しいと言える。 

しかし、「就職意向度」の向上を目的として協賛を行った企業は 8社中 2社にすぎず、元々目

的としていなかったが成果があったとしている「LEOC」を除き、成果があったとしている企業

はそのうちの 1 社のみである。以上のことから、B2B 企業がスポーツ協賛をする際に「就職意向

度の向上」を目的にすることは尐ないが、手法①の結果からわかるように実際は効果が上がっ

ているのである。つまり、これからは B2B 企業のスポーツ協賛の目的として「就職意向度の向

上」がもっと注目されるようにしなければならない。 

それ以外に特筆すべき頄目は「社会貢献」と「インナー対策」であった。 

まず、「社会貢献」については、その延長線上にある「地域貢献」として、特定の企業名は記

載できないが、企業や自治体とのビジネス上の「お付き合い」により協賛が行われているケー

スが多い。これは、地域やビジネスパートナーからの認知度や理解を得ることにより、ビジネ

スの円滑化を目的としていると考えられる。 

次に、「インナー対策」が多い理由としては、昨今の相次ぐ企業再編や非正規社員の増加に対

して、社内の一体感を生み出すことが企業にとって重要視されていると考えられる。 

つまり、「社名認知度」や「就職意向度」などの課題解決の手法としてスポーツ協賛を行うケー

スの他に、「インナー対策」や企業や自治体との関係性を旨く進めるための「お付き合い」に活

用されるように考えなければならない。 

 

第５節 考察のまとめ 

本研究の結果から、スポーツ協賛が B2B 企業の抱えるいくつかの課題に対して一定の成果を

もたらすと言えるであろう。加えて、スポーツ協賛の中でも、協賛する種目や大会によって得

やすい成果は異なっていた。例えば、B2B 企業が抱える「社名認知向上」の課題であれば、「バ

スケットボール」と「マラソン／駅伝」が高い値を示したが、これは「サッカー」や「野球」

のようなメジャー競技に比べて有名企業に埋もれることが尐ないことが理由の一つと考える。 

また「就職意向度」については「サッカー」の伸び率が高い数値を示したが、これは国内リ

ーグのシーズンの盛り上がりのピークと学生の就職活動期が重なり、さらに認知度の高い企業

に就職したい傾向が強い学生に対して、メジャー競技である「サッカー」への協賛が好影響を

与えていると考えられる。 

このように、一様に B2B 企業のスポーツ協賛と言っても、得られる成果が異なるため、それ
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ぞれの企業が抱える課題に合わせた種目・大会を考慮する必要がある。 

 また、企業規模別の伸び率を調べた結果から、B2B 企業の中でも規模の小さい中堅企業ほどス

ポーツ協賛によって得られる成果は大きいと期待できるであろう。 

今後、スポーツ協賛をより一層活性化させるためにも、スポーツを実施・運営する競技団体

側や協賛権を企業に提案する我々広告会社は、それぞれの B2B 企業の課題に合わせた種目・大

会の選択や、中堅企業でも協賛しやすい価格帯パッケージの開発などの視点を持った提案をす

る必要があると考える。 

 

 

第５章  総合考察 

 

 これまでスポーツ協賛に関する多くの研究がなされてきたが、スポーツの資金調達を目的と

して企業を絞り込み、それらの企業にとっての有効性を分析したものはなかった。筆者は B2B

企業に絞り込み、さらにいくつかの切り口で研究を行った。 

日頃から「社名認知度」と「就職意向度」などの課題を抱えている B2B 企業にとって、スポ

ーツ協賛はそれらの課題解決に相応しい手法のひとつである。企業規模や協賛競技、開催時期

などで絞り込めば、より効果のある選択が可能になる。 

本研究結果を活用することにより、スポーツ協会側はより多くの資金を獲得することができ、

協賛企業側はスポーツ協賛により企業が抱える課題を効率的に解決できるようになる。 

本研究がスポーツを提供する側への一助となり、さらには協賛する側への一助になることが

できたら、両者の発展の為に貢献できると考えている。 

 

 

第６章  結論 

 

 第 1 章では、研究に至った背景と先行研究、そして研究目的を述べた。 

北米ではスポーツ協賛の人気は非常に高くいまだに上昇傾向であるのに対して、日本では右肩

下がりの状況にある。しかし、B2B 企業のスポーツ協賛はとても尐なく、B2B 企業に対してスポ

ーツ協賛のメリットを明らかにすることにより、いままで以上にスポーツ界への資金調達が可

能になると考え、いまだに研究されていない B2B 企業に絞り込んだスポーツ協賛の効果を明ら

かにすることとした。 

 第 2 章の研究手法では、研究目的達成のために 2 つの調査を行った。①スポーツ協賛をして

いる B2B 企業の「社名認知度」と「就職意向度」の実施前後の伸び率と、伸び率に影響を与え
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ている要因について明らかにする。②スポーツ協賛をしている B2B 企業への電話インタビュー

と文献調査により、上記①の裏付けを取ると同時にその他の協賛目的の確認を行なう。 

 第 3 章の研究結果では、スポーツ協賛を行うことにより B2B 企業の「社名認知度」と「就職

意向度」は企業規模の大小に関わらず上昇し、さらに複数年継続での実施や競技別の傾向、開

催時期による傾向もつかめた。また上記以外にも「社会貢献」「地域貢献」「社員の一体感の向

上」「企業や自治体との関係強化」を協賛目的として多くあげられていることもわかった。 

 第 4 章の考察では、B2B 企業の課題に対して、スポーツ協賛は「社名認知度の向上」「就職意

向度の向上」「社会貢献」「地域貢献」「社員の一体感の向上」「企業や自治体との関係強化」に

有効であり、さらに複数年実施すべきだと言うことを強調すべきだとまとめた。また、「社名認

知度の向上」と「就職意向度の向上」に有効な競技名も具体的に述べた。 

 以上の研究結果とそこから導き出された考察が、今後のスポーツ発展、さらには B2B 企業の

発展につなげられれば幸いである。 

 

 

第７章  研究の課題と限界 

 

日経企業イメージ調査の対象企業 500 社から抽出した 52 社で分析をした為、今後は別の手法

でより多くの事例を収集する必要がある。 
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